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1．はじめに 

近年，日本各地において台風や集中豪雨が多く発

生し，浸水や洪水災害の頻度が増加している．一方，

気候変動もその一因とされる気温上昇による河川水

温の上昇も起こりうることが指摘されている 1）．ま

た，河川水温には下水処理場からの温排水の影響も

指摘されている 2）が，その影響は人口減少により低

下する可能性がある．そこで本研究は，大和川を対象

に，分布型流出モデルの RRI モデルおよびそれに組

み込んだ水温モデルを適用し，流量・水温の再現計算

を行った上で，将来の気候変動による気温上昇およ

び人口減少が河川水温に及ぼす影響を評価する．  

2．モデルの概要および再現性の検証 

 (1) モデルの概要 

本研究では，流出モデルに RRI モデル（Rainfall 

Runoff Inundation model）3)を用いた．そして，水理公

式集例題プログラム集 4)を基にして組み込んだ水温

モデルを適用した．河川水への熱収支として，水面で

は河畔植生を考慮した短波放射，長波放射，長波逆放

射，潜熱，顕熱を，河床面では河床からの伝導熱を考

慮した．また，源流水温は地中深部（深さ 3mとした）

の温度と地表面温度（気温を代用）の算術平均で近似

的に算出した．初期水温は全域一様に 12 °Cとした．  

 流量と水温の計算を行う際に用いる気象データと

して，雨量，気温，風速，蒸気圧，雲量が必要である．

そのため，図-1 に示す大和川流域周辺のアメダス観

測所における毎時データを，逆距離加重法を用いて

空間補間して与えた．雨量については解析雨量を用

いた． 

(2) 再現性の検証 

 流量について，助走計算期間を 2017 年 1 月から 7

月までの 7 ヶ月間とし，検証期間を 8 月 1 日～10 月

31 日の 3 ヶ月間とした．図-2 は本川に位置する柏原

観測所のハイドログラフを示す．全体的に支川の道

明寺を含め，全ての観測所で良好な再現結果が得ら

れた．しかし，10月 23日のような大きな出水がある

と，他の中小規模の出水の再現性が悪くなるのが課

題である． 

 水温の計算期間は 2017 年の 1年間とし，2016年後

半の 6 ヶ月間を助走計算期間とした．図-3 に，計算

例として，河内橋観測所における日平均された水温

の観測値と計算値を示す．下水放流水の水温への影

響を考慮しない場合，いずれの観測所でも再現性が

下がるが，下水処理場（図-1 に示す 5 カ所）の放流

を考慮して計算すると，二乗平均平方根誤差 RMSE

が 1.59 °C（河内橋）となるなど，概ね良好な精度で

水温が計算できている．しかし，冬場では依然として

水温が過小評価されており，5 月～6月末に大きな水

温変動が存在することが課題として挙げられる．  

図-1 大和川の各種観測所と下水処理場の位置図 

図-2 柏原観測所におけるハイドログラフ 
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図-3 河内橋観測所における水温計算結果 

3．気候変動および人口減少による影響 

(1) 計算条件 

本検討では簡便のため，大阪管区気象台が公開し

た『近畿地方の気候変動 2017』5）にある季節別の将

来気温上昇量を用いて，将来気温を与えた．計算期間

は現在期間を 2017 年の 1 年間，将来期間を 2085 年

の 1 年間とした．気温以外の気候変動の影響は本検

討では考慮していない．初期水温も，影響が短期間に

留まることから，12 °Cのままとした． 

一方，人口減少の影響評価として，下水処理量と下

水経由排熱の減少を考慮した．各下水処理場の処理

区域の関係自治体の人口減少率に応じて，放流水温

は元のまま，下水処理場の放流量のみを減じて，河川

水温の変化を推算した． 

(2) 計算結果 

 図-4 は藤井観測所の将来水温上昇量を示す．将来

の気温上昇のみを考慮した場合を緑実線，気温上昇

と下水排熱の減少の両方を考慮した場合を青破線で

示す．気温は年平均で 3.78 °C 上昇し，秋冬季の気温

上昇量は春夏季より大きい．藤井観測所の年平均水

温上昇量は約 3.11 °C上昇するものと推定された．季

節別に見ると，秋冬季における水温上昇量は 3.5 °C前

後であるのに対し，春夏季における水温上昇量は

2.5 °C～2.8 °Cに止まっている．これは気温と同じ傾

向であり，藤井観測所の水温上昇量は気温上昇量の

63.3 %～82.2 %になっている． 

人口減少後に下水放流水が減少した場合，現況と

比べて，最も大きく下がった季節は冬季であり，藤井

観測所では 0.44 °C下がった．一方夏季には，逆に水

温が上がる時もあり，年平均の気温下降量は 0.18 °C

に止まっている．水温上昇量の変化が季節によって 

図-4 藤井観測所における将来水温上昇量 

違いが生じる要因として，下水放流水の温度はおよ

そ冬季で 20 °C，夏季で 28 °Cになるが，冬季には河

川水温を上回っており，その差は春季と秋季より大

きいが，夏季には河川水温を逆に下回っていること

によると考えられる．全体として下水放流水の減少

が河川水温に与える影響は限定的である．  

4．まとめ 

本研究では，大和川流域を対象に分布型流出モデ

ルである RRI モデルに組み込んだ水温モデルを用い，

大和川の水温の季節変動の再現と将来の気候変動と

人口減少が河川水温に及ぼす影響の評価を実施した．

現在期間と将来期間を比較すると，水温は平均で約

3.11 °C上昇する．そして人口減少に伴う下水由来の

排熱の減少による水温低下効果は年平均でたかだか

0.18 °Cしか下がらず，気温上昇の影響を相殺できな

い程度であると推定された． 
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